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要 旨

我が国の水資源開発は、水利用の現場に 「近い水」を疎かにしなが らダム建設などにより 「遠い水」

を求めることを基本 として進められてきた。その最たるものは流域変更、すなわち水利用の場とは別の

流域か らの分水を伴 う開発事業である。それはしば しば過剰な開発 とな り、自然の水循環を分断 して計

り知れない環境破壊 をもたらしてきた。奈良盆地は都市用水 ・農業用水ともそういう 「遠い水」に依存

するところが大 きい。ただ奈良盆地の場合、その自然条件 と開発の歴史の古さから、他 とは格段に水不

足を生 じやす く、膨大な数の溜池の築造など 「近い水」の徹底的利用のシステムを作 り出したうえで、

なお足 りないところを吉野川一紀ノ川水系や淀川水系からの分水に求めるに至ったもので、その要求は

他所の場合 そこではしばしば水利用主体からは超絶したところにある開発主体が架空の水需要を言

い立てて 「遠い水」の取得に人々を駆 り立てる とは異なり、内発的なものであったといえる。

しかし、いったん他流域からの豊富な水 を得てからは、厳 しい水利慣行を背負 った 「近い水」の利用

度は低下し、一方では高度経済成長期から続 く農地の減少による灌概用水の需要減があ り、他方では高

度経済成長期以来の高率の人口増や工場進出の減速 ・収束による都市用水需要の停滞もあって、この奈

良盆地でも 「水あまり」が顕在化 しつつある。それでもなお、高度経済成長期以来の趨勢を前提 として

立てられた開発計画に固執する向きがあ り、過剰が深化 していく可能性 もある。

1は じめ に

筆者は、わが国における従来の水資源開発が、地域住民 にとって 「近い水」の荒廃 ・放棄を伴

いつつ 「遠い水」への依存を強めさせるものであった1)こ と、またその 「遠い水」の開発がほと

んどの場合ダム建設 を伴って水環境上多大の問題をひきおこすとともに、 しばしば本来の必要性

を越えた過剰開発でもあった2)こ とを、かねてか ら指摘 してきた。

「遠い水」開発の最たるものといえば、流域変更、すなわち(用 水需要地域からみて)他 流域

からの分水 を伴 う開発であろう。水は水道の蛇口をひねれば出てくるものと思いこんでいる都会

人には見えに くいことだが、人間社会における水利用 は、所詮、 自然の循環過程 にある水を対象

として行われるものであって、人間生活のなかに取込まれ利用 された水 も、結局、その全量が自

然の循環過程 に戻ることになる。自然の水循環 ・水収支の基本的な単位は河川流域である。流域
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変更を伴 う水資源開発は、取水の場となる流域 と利用 ・排水の行われる流域 とを異 にさせて、自

然の水循環を分断する。その意味で環境に与えるインパク トは、それだけ広範かつ深刻なものと

なる可能性をはらんでいる。

奈良盆地を潤す吉野川分水は、そういう流域変更のなかで も最大規模の事業の1つ として実現

をみたものである。ただ、「遠い水」の開発あるいは 「広域利水」が本格的に推進 されるように

なったのは・高度経済成長期以来のことであ り、その多 くは都市用水(工 業用水 と水道用水)の

開発 を眼目とするものであった。そのなかで吉野川分水は、この盆地の自然的 ・歴史的 ・社会的

条件の特質から、流域変更構想 の歴史的起源が古 く、かつ内発的なものであったこと、また農業

用水の増強を主眼としている点などからみて、同じ 「遠い水」開発ではあっても他地域で多 く行

われてきた事業 とは、やや趣を異にしているのではないかと考えられる。ここで、このような地

域における水利用あるいは水需給の実態のなかで、「遠い水」の開発 に一般につきまといがちな

「過剰性」の問題はどのようになっているのか、 という点が気がか りになって くる。以下、そこ

に焦点を合わせなが ら、奈良盆地における水利用 ・水需給の動向を検討 してみることにしたい。

皿 吉野川分水の実現以前における 「近い水」の徹底的利用

周知のとお り奈良盆地は年降水量1,300～1,400mmと いう寡雨地域である。 しか も、その全域

を流域とする大和川水系(た だし、ここでは亀の瀬渓谷より上流、奈良県 に属する部分、以下同

じ)の 山地部分が平野部分に比べて相対的に少ない。すなわち、その山地率は44%(全 国平均 は

72%)に とどまる。加えて、その平野は史上古 くから農業開発が進み殆 どことごとく水田化され

ている。わが国では灌溜i用水を河川か らの直接引水のみに頼 る場合、水田面積の 「15～20倍に相

当する流域面積が必要」 とされるのに対 し、奈良盆地ではこの数値が吉野川分水実現直前の時点

で 「僅か3.5倍」程度であったと言われる3)。この盆地の水田農業が水不足に陥りがちであった所

以である。

この用水不足への対応 として、盛んに溜池が築造されてきたことは周知のとお りである。溜池

の築造は遠 く古代から行われたが、古代 ・中世の溜池は盆地周辺の山地 ・丘陵の谷川を堰 き止め

てつ くられたものが多いようである。これは、水不足への対応 というよりも、当時の土木技術の

水準や動員 しうる労働組織の規模からみて、小 さい谷間のほうが、水害を受けやすい平野部より

も安定した水田耕作の場 となった4)こ とに由来するものであろう。これに対 して奈良盆地平坦部

の景観 を特徴づける皿池の多 くは近世以降に築造 されている。これ らこそまさに水田の拡大に伴

う水不足に対応 してつ くられたもので、非灌概期や出水時の河水 をここに引水 ・貯留 して田植水

や養い水にあてるという灌概方法を一一般化せ しめることとなった。そこでは乏 しい池水 を分かち

合 うための番水など厳 しい水利慣行が形成された。平坦部での水田拡大はむろん大和川水系の河

川灌概の発展をも伴い、多 くの井堰が築造され、それら相互間にも厳 しい慣行的秩序が形成 され

た5)が ・直接その河水をもって灌概 しうる水田は一部に限られ、大半の水田は大和川水系の河水

をいわば間接的に利用する溜池灌概に頼るようになる。1906年 の調査6)に よれば面積にして72%

の水田が灌概用水 を溜池に依存 している。
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奈良盆地の農民は.溜 池のほかに、量的にはこれにはるかに及ばぬとは言え、地下水利用や、

水田の下に設けた 「隠 し井戸」や葛城山麓の 「横井戸」など多様な補助水源 を開発 して水不足に

立ち向かい、また大正末期からは動力揚水機 を導入 して灌概労働の節約 もはかっているが、これ

らの、いわば水供給の増強策にとどまらず、水需要の抑制という面でも、積極的な対応策をとっ

てきた。それは 「空毛」(か らけ)と いう名の田畑輪換農法の導入である。空毛とは輪番で一部

の水田を定めてそこに稲 を作付 けせず、替わりにそれほど水を要 しない畑作物 を作付けることに

よって、残 りの水田のための用水 を確保 しようとするものである。夙 く江戸時代に空毛の代替作

物 として選ばれたのは綿であった。これは綿が単に耐干作物であるからだけでなく、有力な商品

作物で もあったからである。近世中期 における磯城郡内の作付比率は、稲7に 対 して綿3で あっ

たといわれ7)、商品生産に取 り組む奈良盆地農民の先進性を窺わせる。この大和綿作は明治期の

半ばに至 り輸入綿花におされて急減 し、その減少分の相当部分が稲作に(再)転 換するが、その

転i換に必要な用水を確保するために、新 しい溜池が多 く築造されている8)。(上 述の1906年 の溜

池依存率72%と いう数値 は、その結果も含むものである。)な お、この稲作拡大 によって空毛=

田畑輪換が消滅 したわけでは無論ない。水田綿作に替わって残 された空毛=田 畑輪換の場 を占め

たのは、大和すいかをはじめ とする水田野菜作であった。

節水を追求するところから始 まった田畑輪換は、商品として収益性の高い畑作物の水田への導

入をもたらしただけでなく、稲作それ自体の生産力をも高めた。奈良県の水稲反収は1890年 代半

～1930年 代半ばの長期間にわたり全国1～2位 を占めている。この高い土地生産力は 「綿作の多

肥性と相まって高度な施肥技術 をうけついだ奈良盆地の農民」が 「金肥の増投による施肥技術の

いっそうの改善」を進めた結果であ り、さらに 「大正以降の疏菜園芸作 を主とする近郊農業への

転換をも可能にした」といわれる9)。

このように積極的な対応策をもってしても干ばつの脅威を免れることはできなかった。昭和初

期 に農林省が実施 した調査によれば、1918年 ～29年 の期間における干ばつ被害の状況からみて当

時の奈良県の水田総面積33,640町 歩のうち5.5%に 当たる1,849町 歩 は 「平時」 にも用水不足、

42%に 当たる14,105町 歩は 「干天時」に用水不足に陥っていた。また農林省農業保険課の資料に

よれば、1918～40年 の問、奈良県の 「水稲被害率」(「3割 以上の被害に対する支払共済金額」を

「総作付面積 ×反当共済金額」で除 した数値)は 、例年には1%未 満であったが、干ばつの著 しか

った1927年 には4.7%、 大干ばつに見舞われた1924年 には17.6%、1939年 には実に22.4%と 、 とび

ぬけた値 を示 している。

これらの干ばつを契機として、被害の特に著 しかった地域では、地元農村の強い要請を受けて

大規模な水利事業が実施されることになる。盆地北東部の白川溜池、南東部の倉橋溜池、西部の

斑鳩溜池の築造がそれで、いずれ も県営事業 として実施された。白川溜池は1924年 の干ばつを直

接的動機 とし、大正期 に急増 した小作地からの高額小作料の安定的収取 をはかる地主層の強い要

請を背景 として、1926年 に着工、1933年 に竣工 をみたもので、大和川水系の高瀬川 ・楢川から取

水 し、現在の天理市 ・大和郡山市のそれぞれ一部の合計554町 歩を灌概する10)。次に倉橋溜池は、
う

やはり1924年 と1927年 の大干ばつを契機 として提起された地元からの陳情に応 じて、1939年着工、

太平洋戦争 をはさんで1957年 に竣工 したもので、桜井市鳥見山の瀬戸谷 をせ き止めて貯水 し、桜
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井市 ・橿原市のそれぞれ一部 と田原本町の大部分 にわたる2,035町歩 を灌概する11)。また斑鳩溜池

は、1939年 の大干ばつを契機 として既存の溜池3つ を統合 ・拡充 したもので、1940年 に着工、戦

後の1947年 に完成 し、斑鳩町や安堵町東安堵の514町 歩を受益地 とする12)。(3溜池の灌概面積は

いずれも竣工当時の数値である。)こ れら3溜 池の完成 により、それぞれの受益地は基本的に水

不足か ら解放された 最初に竣工 した白川溜池の場合、早 くも1939年 の干ばつに際 して効果を

現わし、その灌瀧地域を被害から免れさせた 。この3つ の灌概区域は後に吉野川分水が実現

してからもその水 を受けず、今 もそれぞれ独立の水利空間をなしている(後 掲の図1参 照)。

上述3溜 池の築造は、大和川水系内の、いわば 「近い水」の開発 による水不足解消の大規模な

取組として、事実上最後のものであったといえる。奈良盆地の残余の広大な水田空間の水不足か

らの解放は、「遠い水」たる吉野川分水の実現を待たなければならなかった。

皿 吉野川分水の構想と事業

1.前 史

前述のような自然的 ・歴史的条件に規定されて 「近い水」をいわば使い尽 くすところまで利用

してきた奈良盆地の農民や、その要求を背に負った為政者が、竜門山地の向こうを流れる吉野川

の豊かな水 に目を付けたのは、当然すぎるほど当然であったといってよい。吉野川一紀ノ川の源

流域は、奈良盆地 とは対照的に年降水量2000～4000mmに 及ぶ日本屈指の多雨地域で、 しか も広

大な集水面積 をもつ吉野山地である。そこから水不足の奈良盆地へ水を引こうとという構想 が出

てきたのは、新 しいことではない。

ただここで、江戸時代に台頭 した、必ずしも奈良盆地の用水不足解消 を主目的とした もの とは

言い難い、様々な思惑か ら出た通水構想についてはさておき、明白に盆地内部の発意に立った、

しかも一定の現実味を帯びた分水構想に限って言えば、明治に入る前年の1867年 、春日大社の神

職 ・辰市祐興らの提案 したものが最初であろう。これは現分水 と同じ下渕村から取水 し、車坂峠

の西谷へ通水 させて盆地内へ導 き、不足 しがちな用水 を確保するにとどまらず、畑地をも水田化

し、さらに不用化 した溜池 をつぶすことによっても水田を拡大 して増収をはかろうというもので、

「明治新政府を動かして認可の下調査 を受けるところまでこぎつけ」、以後 も辰市は陳情を繰 り返

したが、「結局は費用の点などで政府の容認するところとはならなかった」13)という。

次いで1883年 、同年夏のひで りの害につきうこか されて、高市郡曽我村(現 橿原市)の 人で、

もと大庄屋、当時戸長の井村正吾が発起人 となって 「吉野川分水請願書」を大阪府知事宛(当 時

の大和は大阪府 に属 していたため)に 提出している。これは 「大和 ・河内の干害対策として吉野

川の水を曽我川に流 し 『千載ノ愁 ヲ絶ン』というものであった14)。

1894～95年 は連続 して空梅雨による水不足が著 しく、吉野川分水への悲願が再燃 し、ここに至

って分水問題 は奈良県知事の取 り上げるところとなった。すなわち1895年11月 、古沢滋知事は

「吉野川堀割 ノ利害得失如何」という 「諮問案」を県議会に提出したが、その 「説明」のなかで

従来示 されてきたものとほぼ同様の分水構想を示す とともに、分水による吉野川一紀ノ川の減水

を補 うため十津川一新宮川上流部の天ノ川の河水を流域変更して吉野川に導 くことの可否につい
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ても検討 を求めている15)。これは、戦後実現 をみたいわば二重の流域変更を伴 う分水計画の先駆

をなす ものとして注 目されるところといえよう。

奈良盆地への分水 による紀ノ川の減水の問題は、やがて和歌山県側の憂慮するところとな り、

奈良 ・和歌山両県の長期にわたる対立 ・交渉のテーマとなる。すなわち1915年 、奈良県当局は

「耕地整理」 との関連で改めて吉野川分水計画 を進めるための基本調査にの りだしたが、これを

知った和歌山県普通水利組合連合会が奈良県側 に計画について問いあわせたことから両県の折衝

が始まり、和歌山県側は、この分水が実現すると 「現在でさえ、灌{用 水が豊かでない紀伊平野

の水不足が深刻になり、農業用水はもちろん、上水道、工業用水など本県の水利に重大な影響を

およぼすことになる」 と強 く主張 し、これに阻まれたことと、奈良県側 自体の資金難iとが重なっ

て、分水計画は滞ることとなるのである16)。

両県の折衝の過程で、吉野川一紀ノ川の渇水増強 によって和歌山県側の反対 を和 らげるべ く、

津風呂ダム計画の先駆 となる構想 が登場する。1926年9月 、奈良県の鈴木慎太郎知事は、吉野郡

竜門村津風呂に貯水池を設けその水 を導水路によって大淀町に導きここから車坂を経て奈良盆地

に落とし発電にも用いる、という企画をもって和歌山県に赴いたが、同県の了解を得るには至 ら

なかった17)。

翌1927年 は上述のように大干ばつに見舞われて、それに耐 えかねた農民団体が吉野川分水の実

現を求める請願書を奈良県会議長 に提出 し、それに対応 して県当局は農林省の支援二も得て現地調

査を重ねたうえ、「津風呂溜池」 と 「今木溜池」(大 淀町)お よび両者を結ぶ導水路を設置し分水

を実現するという方針 を定めた。ここでは吉野川の流量 を詳しく測定 し、渇水時への対応可能な

両溜池や導水路の容量 を確定 して分水可能量を見定め、分水路線も地形の精密な実測に基づいて

選定する、という作業を経て計画が定められている。これに対 して和歌山県側 も、2溜 池の候補

地などの実地踏査 を行なうなど、歩み寄 りの前提 となる対応をとっている。しかし今度は 「分水

実現によって吉野川の流量が減 り、筏による木材の搬出に支障がでる」ことを理由として吉野郡

内で反対の声が上が り、また和歌山県でも、当局の上述のような対応 とは別に、水利団体が 「紀

ノ川分水反対同盟会」 を結成 して決起大会を開 くなど、分水の前に立ちはだかる壁は容易に崩れ

なかった18)。

やがて日本は戦時体制に入 り、その一環 として政府は 「河水統制事業」にの りだ した。これは

治 ・利水両用の多目的ダムを建設 し、利水の面では水力発電 ・農業用水 ・工業用水などの開発を

進めて戦時下の工業生産拡大や食糧増産の基盤をつ くろうという計画で、戦後の河川総合開発事

業の先駆をなすものであるが、奈良県でもこれに対応 して 「吉野川河水統制計画」づ くりが進め

られた。 これは上流の吉野郡川上村井戸 にダム ・貯水池 を建設 して2発 電所(常 時出力合計

5,751kw)を 新設 し、農業用水 としては4,176町 歩分、154個(立 方尺/秒)、 水道用水 としては畝

傍町 ・八木町 ・今井町を対象に35個 、工業用水としては高田町を供給区域として38個 の水を開発

しようというものであったが、一方で吉野川からの分水 よりも十津川の流域変更による分水の方

が有利で和歌山県 との折衝 もうまく運ぶのではないかという意見 も出てまとまらず、実現をみな

かった19)。
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2.戦 後における分水計画の推移と実現

敗戦後の分水計画は、未曾有の食糧難、エネルギー資源不足、水害の頻発 という危機的な状況

に対応 して政府が推進 した 「河川総合開発」のもと、「1県の計画ではなく国家事業 として具体

化され」ていくこととなる。先ず、これまで奈良 ・和歌山両県の対立が計画の実現を阻んできた

ことにかんがみ、両県の問で話 し合いを進めるための 「十津川分水計画共同委員会」が発足 し、

次いで1947年8月 、農林省 ・内務省などの中央省庁や両県の代表者が農林省京都農地事務局に集

まって 「十津川 ・紀ノ川総合開発調査協議会」を発足させ、上記 「共同委員会」 も解消 して同協

議i会に合流することになった。翌1948年2月 、協議会の小委員会は、調査事項 として①十津川流

域変更・②紀ノ川水系のダム予定地、③紀伊 ・大和平野かんがい排水、の3項 目を決定 し、① と

②の調査は農林省が、③の調査は両県が担当することを決めた。対立の生 じそうな事柄について

は 「中央」が担当する、 というわけである。それで も和歌山県の水利組合は反対の矛を収めず、

県議会 まで巻 き込み、奈良県側 もこれに応酬 して、両県が中央への陳情合戦 を繰 り広げるに至っ

た・ここで農林省がの りだ し、「十津川 ・紀ノ川の水利事業によって、大和平野を干害からまも

り、時局の要請に応えて発電事業を行なっても、紀ノ川の水量を減 らす ようなことはな く、む し

ろ紀ノ川の絶対水量が増加 し、紀伊平野の農業用水の不足 を解消することを目標 としている」 と

繰 り返 し言明して、和歌山県側の姿勢 を次第に反対から協力へと転 じさせたという20)。

こうして1949年2月 までに両県は事業実施についてほぼ了解に達 し、ここで奈良県側では、同

年3月 に知事、9月 に県議会、引き続いて奈良平野利水事業期成同盟会が、それぞれ政府に対 し

て事業実施を求める陳情書を提出し、10月 には第3回 十津川 ・紀ノ川総合開発調査協議会が開か

れ、「利水基本方式」 として、①和歌山県側は紀ノ川筋の既存の井堰から取水 し、貴志川筋につ

いては山田貯水池により用水補給 をすること、②奈良県側は吉野郡大淀町下渕に頭首工を設けて

取水すること、を了解 し、また事業の 「順序」について、①山田貯水池、②十津川流域変更およ

び津風呂貯水池、③大迫貯水池、④下渕頭首工および大和平野導水路、の順 に実施することを決

めた。紀ノ川の減水についての和歌山県側の不安に配慮 したことが窺われる。この会議で協議会

の名称から 「調査」の語をとって事業実施 を目標 とする 「十津川 ・紀ノ川総合開発協議会」と改

めることも決められた。 しか し建設省が奈良県営の事業実施に認可を与えたことについて和歌山

県が異義 を唱えたことから、両県は再び協議 し、1950年6月 、いわゆる 「プルニエ協定」として、

上記の決定 を再確認するとともに、「全補給水量」(年 間)に ついて、奈良県側に64 ,996,000m・

(灌概および上水道 ・工業用水向け、受益面積9,290ha)、 和歌山県側に紀ノ川筋分66,396,000m3

(灌概および上水道 ・工業用水向け、受益面積9,876ha)お よび貴志川筋分4,132,000m3(灌 概向け、

受益面積701ha)を 割 り当てること、「水源施設」 を、①広瀬(十 津川流域変更用のダム、総貯水

量4000万m3、 発電出力51,700kw)、 ②津風 呂(2365万m3、6 ,700kw)、 ③大迫(5760万m3、

46,900kw)、 ④山田(貴 志川筋、330万m・)め4貯 水池とすることを約束 した2・)。

こうして基本的な事業内容についての合意が成立 した後 もなお、地元負担金の割振 り、補償、

事業主体などについての交渉が難航 し、奈良県に認可された十津川流域変更の工事の開始が遅れ

て認可取消寸前に至 り、建設省の調停によって懸案未解決のまま工事が開始 されるというような

状況のなかで、政府は十津川 ・紀ノ川総合開発計画の修正に着手 し、1951年9月 、両県の関係者
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を招集 してその修正案を提示 した。その主な内容は、①十津川に設ける流域変更のためのダムと

して、広瀬ダムをやめ猿谷ダムに変更する、②和歌山県の強い要望に応えて、紀ノ川の井堰を統

合整備 し取水量をふやす、③大迫ダムの規模を縮小する、などというものである。翌月、上述の

協議会が開かれ、そこの修正案 を採択 し、それに伴 う部門間の費用分担についても決定 した。こ

れを受けて建設 ・農林両省は両県に対 し部門ごとの県間負担割合 についての案を提示 し、両県は

これを受諾 した。事業主体についても、1951年 度以降、津風呂ダム ・大迫ダムや幹線水路の建設

を主内容とする吉野川分水工事は農林省、猿谷 ダム建設を中心 とする十津川流域変更工事は建設

省、発電所関係工事は電源開発株式会社が、それぞれ担当することに決まり、1950年 度から奈良

県が準備工事として実施 していた事業を引継いだ。1952年5月27日 、大淀町で十津川 ・紀ノ川総

合開発事業の起工式が行なわれ、8月15日 には五條市で猿谷 ダムの起工式が行 なわれた22)。津風

呂ダムや大迫ダムに対 しては水没予定地域 を中心とする地元で、猿谷 ダムに対 しては地元は無論

のこと、それにとどまらず下流域の住民の間からも反対運動が起 きていたが、それ らへの対応に

追われながらの 「見切 り発車」であった。

1953年 、吉野川と奈良盆地をつなぐ導水幹線水路が着工され、1956年 には試験通水をみるに至

った。幹線 と受益耕地 とを結ぶ支線水路などの建設は主 として奈良県が担当することとなったが、

その県営事業の計画は1955年 に確定 した。同年には、分水の受益農家 を構成員として施設の維持
a

管理に当たる大和平野土地改良区 も設立 されてお り、ここで水を受けとめる体制は、一応整備 さ

れたといえる。国営の猿谷ダムは1957年 、津風呂ダムは1961年 、大迫ダムは1973年 に、それぞれ

竣工 し、これら3ダ ムの完成によって分水のための水源手当もひとまず全 うされた。同じく国営

の東部幹線水路 ・西部幹線水路の建設 と連動 して、水 を受けとめる県営事業 も、次にみるように

進捗 していった23)。

曽我川工区

飛 鳥 工 区

御 所 工 区

初瀬川工区

北葛城工区

金 剛 工 区

佐保川工区

受 益 面 積 通 水 量

954ha1.08m3/s

7010.64

5810.63

1,7471.43

1,8511.63

4530.49

1,1090.81

着工年度～完成年度

1955～1986

1号 工 区1958～1980

1958～1986

1959～1986

1960～1986

1959～1986

1962～1986

2号 工 区1957～1986

国営事業は1984年 度、県営事業は1986年 度 をもって終了 し、吉野川分水は完成 した。

皿 「遠い水」の利用実態

1.農 業の変化 と灌溜i用水の需給緩和

吉野川分水各工区が竣工 したのは上にみたとお り飛鳥1号 工区を除きすべて1986年 度である

が、だか らといって同年 まで分水 を灌概に使 えなかったわけでは無論ない。早 くも試験通水の行

われた1956年 、1,000ha以 上の水田が現実にその水 を使用する受益地 となり、以後その受益面積
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は、ダムの竣工による水源手当の実現や県営事業の進捗による水路の延長に伴い、表1に みるよ

うな拡大 を遂げ、1974年 度には計画面積の9,474haに 達 した。同年、前年における大迫ダムの完

成を受けて、この9,474haに 係る水利権(灌 概期間:6月15日 ～9月15日 、最大取水量:9.91m3/

秒、年間総取水量:5639.8万m3)も 確定 した。

灌概用水の供給が大幅に増えて奈良盆地では数百年来の念願が叶い、基本的に水不足が克服 さ

れた。複雑をきわめた水利慣行が解消 ・緩和されて農家は番水 などの厳 しい水管理労働から解放

され、かつ個別的な水利用の自由も得て、それを挺に伝統的な田畑輪換経営をより集約的で収益

性の高いものに変えてい く者 も輩出した24)。しかし分水の実現 してい く時期はちょうど高度経済

成長期 と重なりあい、とくに京阪神大都市圏に包摂 されつつあった奈良盆地では、こういう農家

表1吉 野川分水の受益面積の変化(1)

年度
受益地の
転用面積

受益面積
増加分ha

受益面積

累積値ha
1959 1,673.6

1960 8.0 1,681.6

1961 1,303.9 2,985.5

1962 104.2 3,089.7

1963 346.5 3,436.2

1964 280.0 3,716.2

1965 499.5 4,215.7

1966 ha 482.6 4,698.3

1967 199.3 1,136.1 5,834.4

1968 152.8 649.7 6,484.1

1969 336.7 132.8 6,616.9

1970 235.7 360.2 6,977.1

1971 131.5 914.1 7,891.2

1972 187.7 207.1 8,098.3

1973 150.9 559.5 8,657.8

1974 109.8 715.7 9,473.5

計 1,504.4 一 一

資料:転 用面積は大和土地改良区調べ

受益面積増加分と累積値は 『吉野川分水史』

p.452に よる

注:受 益面積増加分は、転用などによ減少分を差 し

い引いた純増分である。

表2吉 野川分水の受益面積の変化(2)
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資料:大 和平野土地改良区 『事業報告書』

注:実 質受益面積は前年度末のそれから当年の転用

面積を差し引いた数値
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は少数にとどまり、全体 としては農

業解体の動 きが優勢を占め、分水の

実現と農業 発展とは必ず しもむすび

つかなかった。用水の制約か らの解

放に よって稲作労働 が節約 され る

と、その労働力はむしろ兼業に向か

うことが多かった25)。

農業衰退の動 きは、端 的には農

家 ・耕地の減少、土地利用度の低下

となって現われる。分水の受益地の

範囲が工事の進行に伴 って拡大 しつ

つあった時にも、その受益地から脱

落 して転用される これを耕作 し

ていた農家が爾後支払うべ き負担金

を決済金 として一時に支払ったうえ

で転用 される 耕地が年々150～

300haに 及び、1967年 から受益面積

累積値が計画に達する1974年 度まで

の8年 間の合計で約1,500ha、 計画

受益面積の16%に 達 した(前掲表1)。

触

弩ノ水路

工区界

受益地域界

大和郡山市

奈良市

蟹 駕

㌻蒋

、、

、

飛
鳥
工
区

姉

集

線

吉野川

036km
111

図1吉 野川分水と受益地域(工 区別)

高度経済成長期に含 まれる1973年 までの各年の転用面積が1974年 以降(1975年 以降については表

2)の それに比べて大 きいのが目に付 く。受益面積が前年度に計画に達 した1975年 度以降は、表

2に みるように、その面積は もはや増や されることはな く、転用によって減るばか りである。

1979年 度を除いて高度成長期 なみの規模で転用が生 じた年はないが、それでも4半 世紀強の問に

受益地の4分 の1が 減っている。

ここで受益地減少の地域差にもふれておこう。大和平野土地改良区は、決済金徴収の対象 とな

る転用面積 を市町村別でなく県営事業の工区(図1)別 に集計 ・記録 している。その数値を分水

受益地が年々拡大されていた1974年 度以前 と、その受益面積が計画の値 に達 して拡大 しなくなっ

た1975年 度以降とに分けて整理 してみると(表3)、 盆地西南部にあって交通の便に最も恵まれ

表3吉 野川分水 ・県営事業工区別の受益面積 とその転用

工 区 名 → 曽我川 飛鳥 御所 初瀬川 北葛城 金剛 佐保川 県営計

受益面積(1974年 度末)(ha)④ 954 701 581 1,747 1,851 453 1,109 7,396

1967～1974年 度 の転用面積(ha)⑤ 136 83 52 266 363 14 256 1170

1975～2001年 度 の転用面積(ha)◎ 237 158 92 330 585 40 254 1696

④に対する⑤の割合(%) 14.3 11.8 9.0 15.2 19.6 3.1 23.1 15.8

④に対する◎の割合(%) 24.8 22.5 15.8 18.9 31.6 8.8 22.9 22.9

資料:受 益面積は奈良県 ・大和平野土地改良区 『吉野川分水』、転用面積は同土地改良区 『事業報告書』各

年版による
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ず都市化の進んでいない金剛工区において両時期 とも転用率が際立って低いこと、これと対照的

に大阪通勤圏として住宅地化の進んでいる盆地北部の佐保川工区と西部の北葛城工区の転用率が

とびぬけて高いこと、この両者のうち佐保川工区では高度経済成長期と重なる1974年 度 までの転

用率が、北葛城工区では1975年 度以降のそれが他工区とくらべてとくに高 く、両者の間に都市化

過程のピークのずれがあることを窺えるであろう。

しかし現今の農業の衰勢ぶ りをみるとき、正規の転用手続 きを経ないまま形式上農地 としてと

どまりなが ら利用度が きわめて低 く用水需要の衰滅をみるに至っている土地も、少なからずある

のではないかと考えられる。そこで奈良盆地における経営耕地面積や土地利用の動 き(表4)を 、

水需要の増減可能性 と関わらせながら検討 してみることにしよう。盆地全域の農家が経営する耕

地面積は、吉野川分水の受益面積が極大に達する1975年 の直前に激減 しているが、それ以降 も著

減 して1995年 までの20年 間にその率27%に 達 した。これは表2に みる1974～2001年(27年 間)の

転用率24%よ りも高い。また用水需要に直接むすびつ く水稲の作付面積はこの20年 間に実に38%

と全耕地の場合 よりもさらに高率の減少をみている。この間に水田率はあまり変化 していないに

も関わらず両者の減少率にこれだけの差が生 じたのは、稲 を作付 しない水田の割合が上昇したか

らである・このうち他作物 を作付 した水田の面積 も増えてお り、これはむろん政府の減反政策に

促されたものでもあろうが、前述の 「空毛」の伝統を引き継いだ集約的な田畑輪換農法がそこで

行われている可能性 もあ り、その場合、冬季 も含めた通年の畑地灌溜i用水需要が発生する。とは

いえ、この類の水田の拡大 も、1960年 代 における二毛作田の激減をカバーしうるものでは到底な

かったし、また1990年 代に入ると 「何 も作付 しない水田」の拡大に凌駕されるに至った。後者が

表4奈 良盆地における水田利用などの変遷

経営耕地面積(ha)④

5年 間増減率(%)

水田率(%)

水稲作付面積(ha)

5年 間増減率(%)

水田利用構成比(調 査日前1年 間、%)

稲 を作付 した田の割合

(二毛田率[稲 十他])

稲以外のみ作付 した田の割合

何 も作付 しなかった田の割合

耕作放棄地面積(ha)⑤

耕作放棄率=100× ⑤/(④ 十⑤)

農家1戸 当たり経営耕地面積(a)

稲作農家1戸 当たり稲作付面積(a)

19,76317,31716,44415,04113,94112,575
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資料:各 年の農業センサスによる

注:こ こでは奈良盆地を、奈良市 ・大和高田市 ・大和郡山市 ・天理市 ・橿原市 ・桜井市 ・御所市 ・生駒市 ・

香芝市 ・平群町 ・三郷町 ・斑鳩町 ・安堵町 ・川西町 ・三宅町 ・田原本町 ・高取町 ・明日香村 ・新庄町 ・

当麻町 ・上牧町 ・王寺町 ・広陵町 ・河合町からなる地域 として、この24市 町村の数値を合計 ・加工した

もの表示 している。
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水需要を生 じないことは言うまでもない。さらに、経営耕地減少分の一部を構成 しながら転用面

積には入ってこないものとして、「耕作放棄地」が増えていることも注目される。これ も用水需

要の減退要因となるはずのものである。

地域的には表5に みるように、盆地西部の香芝市 ・王寺町や(分 水の受益地からは外れている

が)生 駒市 ・三郷町で、1975年 以前と以後を通 じて、以降には上牧町で も、耕地面積 ・稲作面積

の減少が他より著 しく、このうち香芝 ・三郷では作物作付のない水田の割合が、生駒 ・三郷 ・上

牧 ・王寺では耕作放棄率が際立って高 くなっている。これらの市 ・町では長期にわたる都市化に

伴 う農業的土地利用 ひいては農業用水需要 の全般的減退が生 じているものといえよう。

耕作放棄率に限って言えば、より 「田園的」な桜井市や高取町 ・明日香村 も際立って高い値を示

している。なお、分水の受益地外の平群町では耕地の減少が他 より低率であるのに稲作面積が激

減しているが、これは同町で稲以外の作物 を作付けた水田の割合が群 を抜いて高いことに見合 う

ものであり、そこには集約的な田畑輪換農業の急速な成長が窺われる。天理でもこの割合が高 く、

一方、稲作面積の減少率はそれほど高 くない。これは、同市の場合、田畑輪換農法が早 くから定

着 していることを示す。天理市や平群町では農家の平均耕作規模が相対的に大 きく、積極的な農

業経営に取 り組む農家 も比較的多いのではないかと考えられる。

奈良盆地農業全体のなかでは少数の存在にとどまったとは言え、こういう所 を舞台とする田畑

輪換の高収益経営の展開があ り、 これを背景 として吉野川分水の年間通水が求められてきたが、

それは1989年1月 、水利権の 「更新(変 更)」 というかたちで実現 した。すなわち、従来の年間

取水量5639.8万m3、6月15日 ～9月15日 の期間の最大取水量9.91m3/秒 という内容はそのまま引

き継いだ上、従来はこの3か 月に限られていた 「かんがい期間」を 「年間」 にわたるものとし、

新たに取水を認められた9月16日 ～6月14日 の最大取水量 を2.91m・/秒 とする、 というものであ

る。

しか し畑地灌概用水が一部でいわば内発的に求め られているとしても、その要求は上述のよう

に季節的な制約か らの解放を主 とするものであって、量的には限られている。90%近 くにおよぶ

奈良盆地の水田率の高さは屈指のものであ り、本来の畑はもともときわめて少ない。だか らとい

って畑作物の栽培に当てられる水田の面積 も、増えているとはいえ休閑田にさえ及ばず、総水田

面積の1割 そこそこのそれの全面に灌水 したとしても、その量は稲作の急激な後退によって減る

はずの水量の何分の1に も当たらないだろう。

ところが吉野川分水か らの取水量 は、これというほど減 っていない。大和平野土地改良区は

1995年度から 『事業報告書』に 「夏期通水の取水実績」を載せるようになったが、それによれば

最近6年 間にその量は次のように推移 している。すなわち、毎年6月2日 または3日 から9月

20日 までを 「夏期通水期間」 とし、その間に 「中干 し期 間」(7月21日 ～27日)を 含め合わせて1

15～26日 間 の 「止水 日」 をお き、通 算84～97日 間 取 水 してお り、そ の取 水 量 は、1995年 度

50,119,600m3、1996年 度49,492,400m3、1997年 度49,432,400m3、1998年 度48,397,200m3、1999年 度

47,709,400m・ 、2000年 度54,747,200m3と 推 移 してい る。1996～99年 に は各年 の取水量が それぞれ

前年 を下 回っているが、2000年 度 には1995年 度 を も大 き く上回 っている。 その水準 は1974年 、 す

なわち分水 の受益面積が極大 に達 した年 に定 め られた許可取水量56,398,000m3ぎ り ぎりに近 い。



表5奈 良盆地市町村の耕地面積 ・稲作面積の変動と土地利用構成

1975年 を100と す る指数
経営耕 水田率

1995年 の土地利用構成

水田面積に占める割合 耕作

1戸 当たり面積

経営耕地面積 稲を作付けた田の面積 地面積 稲作付 二毛作 他作物 無作付 放棄率 耕地 稲作

1965 '75 '85 '95 1965 '75 '85 '95 ha % % % % % % a a

奈 良 市 121 100 86 68 136 100 75 60 1948 i 80.7 0.2 7.6 11.8 7.6 53 38

大和高田市 124 100 87 63 134 100 78 57 409 91.4 ・ ・ 1.6 8.3 10.2 2.2 46 37

大和郡山市 128 100 86 74 146 100 77 63 994 92.3 74.4 0.4 11.7 14.0 4.0 57 41

天 理 市 109 100 93 81 118 100 80 68 1525 86.9 69.4 0.7 19.4 11.2 3.7 60 40

橿 原 市 126 100 82 66 134 100 74 56 995 92.1 78.3 o.o 6.2 15.5 3.7 42 33

桜 井 市 129 100 84 68 139 100 77 61 904 82.2 79.9 0.1 8.3 11.7 10.6 46 33

御 所 市 119 100 93 74 124 100 86 63 957 89.3 79.6 0.1 9.4 11.0 3.3 49 39

生 駒 市 143 100 84 60 153 100 81 54 386 93.3 84.4 0.0 5.6 10.0 9.6 39 32

香 芝 市 134 100 87 67 147 100 78 52 334 91.0 69.7 0.3 8.9 21.4 4.0 35 29

平 群 町 141 100 95 90 152 100 79 56 310 69.0 63.6 0.5 29.0 7.5 7.2 64 34

三 郷 町 245 100 96 69 254 100 76 49 35 ii・ 64.5 o.o 16.1 19.4 12.5 24 19

斑 鳩 町 113 100 82 83 130 100 77 68 313 85.6 75.7 0.7 9.0 15.3 2.5 47 34

安 堵 町 122 100 91 70 130 100 83 67 146 94.5 89.9 0.7 3.6 7.2 1.4 45 39

川 西 町 131 100 94 78 147 100 90 77 195 89.7 92.0 o.o 2.3 5.7 3.5 45 39

三 宅 町 105 100 92 75 107 100 89 72 157 93.0 89.7 o.o 2.1 8.9 1.9 43 38

田原 本 町 110 100 91 83 120 100 78 69 831 93.1 74.5 o.o 11.4 14.1 1.0 56 43

高 取 町 120 100 90 70 129 100 81 63 246 84.1 81.2 0.5 7.7 11.6 10.2 40 32

明 日香村 115 100 81 71 133 100 79 67 367 71.7 76.4 0.4 9.9 13.7 9.2 54 35

新 庄 町 106 100 81 72 122 100 72 61 411 92.5 71.6 0.5 15.0 13.7 3.7 51 36

当 麻 町 122 100 85 77 134 100 78 70 297 96.3 75.9 0.7 15.7 8.4 2.3 48 39

上 牧 町 122 100 62 51 128 100 59 47 70 87.1 85.2 o.o 3.3 11.5 9.1 45 35

王 寺 町 146 100 83 58 172 100 83 55 41 87.8 80.6 o.o 8.3 8.3 10.9 25 20

広 陵 町 110 100 84 82 119 100 80 72 527 89.6 80.1 0.4 9.7 10.2 0.9 55 42

河 合 町 122 100 88 84 131 100 85 71 177 76.8 82.4 o.o 13.2 4.4 0.6 41 26

計 121 100 87 73 133 100 78 62 12575 87.5 77.3 0.3 10.6 12.1 5.0 50 37

資料:各 年の農業センサス

注1)「1995年 の土地利用構成」欄の各項目の意味は次のとおり。
*「 稲作付」は一毛作 ・二毛作の別を問わず稲を作付けした田

*「 二毛作」は稲と他作物との二毛作

*「 他作物」は調査 日前1年 間に稲を作付せず他作物だけを作付けた田

*「 無作付」は調査日前1年 間何も作付けなかった田

*「 耕作放棄率」=100× 耕作放棄地面積÷(経営耕地面積十耕作放棄地面積)

注2)「1戸 当り面積」欄の 「耕地」は 「経営耕地面積」、 「稲作」は稲作農家
1戸 当り 「稲を作付けた田」の面積
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その間、上述のように受益面積は事実上大きく減っているのだから、水はどこかで余っている

はずである。その 「水余 り」は何 よりも 「近い水」中の 「近い水」 ともいうべ き溜池の減少 とな

って現われた。奈良県によれば、県内の溜池数は、戦後、1953年 度 「悉皆調査」で13,798か 所、

1974年 度 「暫定調査」で12,901か 所、1995年 度調査で6,554か 所(大 和平野4,535か 所、大和高原

867か 所、五條二吉野1,152か所)と 推移 してお り、また大和平野の農業用水源の構成(面 積ベース)

は、1962年 調査で溜池72%、 河川26%、 地下水2%で あったが、現在(20世 紀末?)で は水量で

溜池15.8%、 河川19.9%、 吉野川分水64.3%と なっているという26)。溜池数にせ よ灌概用水源の

構成にせよ、対象の把握の度合いや数え方が調査のたびに異な り、とくに用水源構成 の場合、一

方は面積、他方は水量をべ,___.スとしていて、時系列比較を難しくしているが、それでも吉野川分

水の実現を大きな要因として溜池が激減 し、その役割が大きく低下 したことは明 らかであろう。

それにしても流域外の 「遠い水」=吉 野川分水が来るまでは、溜池にせよ河川から直接にせよ

流域内の 「近い水」のみに依存 して現在の1倍 半以上の水田で稲作を続け、 しかも高い土地生産

性を示 してきた奈良盆地農民が、今や不足分の補いどころか6割 以上の水を流域外に頼ってしま

うに至ったのは、何故だろうか?そ の理由 として、1つ には、この盆地が大阪大都市圏に包摂

されて都市的土地需要が強まり、それを充足するものとして溜池敷に目が付けられ、用水の潤沢

化 とともに埋立 ・転用 されて溜池の著減をもたらしたこと、今ひとつは、分水の実現後 も溜池が

使用される場合には従来の慣行が よく保たれているという指摘27)からも窺われるように、溜池の

存在形態それ自体が水利慣行 と結び付いてお り、水不足への対応としては必要なその厳 しい慣行

も、用水が潤沢になると煩環なもので しかなく、そういう 「使い勝手」の悪 さから敬遠されがち

になったこと、それにひきかえ水量が豊富で旧慣などに煩わされぬ吉野川分水はまことに 「使い

勝手」のよいものであったこと、などが挙げられるであろう。

利用度の低下した溜池が維持管理上問題を生 じがちなことは、想像に容易なところである。奈

良県耕地課は、溜池の 「実態」あるいは問題点 として、① 「古来の水利慣行にしばられた・… 共

同体によって運営 され」ていること、② 「江戸時代～明治期に築造され・… 老朽化」 した 「未整

備ため池が未だ数多 く残っている」こと、③ 「農業者の高齢化、兼業化、農業所得の低迷等か ら

ため池の維持管理が粗放化している」こと、④流域の開発が進み、洪水の流出形態が変わ り、た

め池のピーク流入量が増大 し安定度が低下 している」 ことを挙げている28)。これらの問題が、吉

野川分水の実現に伴 う溜池の不用化 ・利用度低下によって顕在化 し、あるいは深刻化 したことは、

疑いを容れないところであろう。

利用度の低下などに伴 って管理が怠 られ、あるいは事実上放置されて、老朽化するにまかされ

るようになった溜池は、堤防の決壊 などによる災害を引き起こす危険もあ り、その対策は結局、

公共の手 に委ねられざるをえない。県や市町村 もその対策に努めてきたが、1991年 には国の農地

防災制度が溜池にも適用されることとなり、1993年 、農林水産省大和平野農地防災事業所が発足

して翌1994年 度から溜池改修の事業を開始 した。この国営事業は、①受益面積20ha以 上で、②水

の掛引のうえで吉野川分水 と関連を持つ溜池について、地元からの申請に基づいて行われてお り、

対象溜池数は105、 その受益面積は合計3,112haに および、149億 円の費用(国 が20/30、 県が9

/30、 市町村 ・地元が1/30を 分担)と18年 間の歳月をかけて実施されることになっている。
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利用度の低下した溜池の活用をはかる公共事業 として、今1つ 注 目されるのは、1983年 から進

められている大和川流域総合治水対策事業であろう。総合治水対策 とは治水事業 を河川改修に限

らず、流域全体の治水機能 ・遊水機能を高めようというものであるが、大和川流域ではその一環

として溜池の雨水貯留効果の強化 ・活用をはかる事業が進め られている。 この 「ため池治水利用

施設」づ くりにおいては、農業用水源 としての重要度の低下 した溜池の既存の容量の一部を洪水

調節用に転用する場合もあるが、多 くは洪水調節容量を確保するために溜池の容量をふやす工事

谷池は堰堤の嵩上げ、皿池は池底の掘 り下げ を施 している。1998年 度末現在で盆地全域

にわた り55施設 を数える。

2.「 遠い水」の開発 と水道

吉野川分水は水量の面では灌概用水を主 とするものであるが、奈良盆地の水道にとってもなく

てはならないものである。1950年6月 に奈良 ・和歌山両県知事の間で取 り交 された前述のプルニ

エ協定において奈良県に割 り当てられた年間補給水量64,996,000m3の なかには、上水道 ・工業用

水の分 も含まれるものとされていた。17年 後の1967年12月 、農業水利側 を代表する近畿農政局長

と水道側 を代表する奈良県知事 との問に取 り交 された協定で、吉野川分水による奈良県への補給

水量10.9m3/秒 のうち1.07m3/秒 を水道の取水量とすることが決められた。これを水道用水供給

事業の水源として取水する奈良県水道局 も同年4月 に設立されていたが、上記水量の年間取水を

認めるのは大迫ダムの完成後 とするという条件が付けられていたことから、県水道局はとりあえ

ず0.34m3/秒 の暫定水利権を申請しながら、和歌山県 との調整がつかぬまま、「関係機関の黙認」

のもと、1970年7月 、既に同年2月 に完成 していた御所浄水場から水需給の逼迫 していた大和高

田 ・橿原の両市への給水 を開始するという変則的なスター トを切った。暫定水利権については3

年後の1973年8月 、1.07m3/秒 の安定水利権については、大迫 ダムの竣工(1973年9月)を まっ

て1974年6月 、近畿農政局 との協定によってようやく確定 をみたのである29)。

奈良盆地の水道用水の水源を確保するための流域変更=分 水は、吉野川一紀 ノ川水系からだけ

でな く、淀川水系からも行われている。1962年 に同水系が水資源開発法に・基づ く水資源開発水系

に指定され、その開発の一環 として支流の宇陀川に室生ダムが建設されることとな り、1965年 に

その案が近畿地方建設局か ら下流側の三重県 に提示されたが、その計画案のなかには、奈良盆地

へ1.7m3/秒 を分水するという案が盛 り込 まれていた。これに対 して下流地域住民の有志は 「室

生ダム分水反対同盟」を結成 して激 しい運動 を展開 し、奈良 ・三重両県間の交渉も難航 した。紆

余曲折を経て1969年2月 、両県知事の間で、下流側のために 「5月16日 か ら9月15日 までの間

は最低2.3m3/秒 を、9月16日 から9月30日 までの間1.Om3/秒 を、また、かんがい期以外の期 間

においては河川維持用水 として最低0.7m3/秒 を、'それぞれ鹿高井堰地点において確保」するこ

とと引き換えに 「奈良県水道用水への分水量」 として 「4月16日 から10月15日 までの間において

は最大1.6m3/秒 、その他の期間においては最大1.2m3/秒 」を認める覚書が取 り交 されるに至っ

た。この室生ダム建設に対 しては水没地住民の反対 も強 く、ここでも交渉は難航 して1971年4月

に至 りようや く補償問題の決着 をみた。1974年3月 、室生ダムは竣工 し、2月 に完成 していた桜

井浄水場はこれを水源 として5月 か ら天理市への給水を開始 した30)。
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こうして吉野川一御所浄水場、宇陀川一桜井浄水場 という2系 統の 「遠い水」 を確保 した奈良

県営水道(以 下、「県水」 と略称)は 、1976年 、当初計画 していた25市 町村(奈 良盆地の全24市

町村 と宇陀川流域の榛原町)す べてを給水対象 とし、その後(や はり宇陀川流域の)2町 を加え

て現在に至っている。同水道は、それぞれ独立の市町村水道に水 を 「卸売」する水道用水供給事

業(広 域水道)で あり、その給水対象市町村の うち大和高田市 ・香芝市 ・高取町 ・明日香村 ・上

牧町 ・大宇陀町 ・菟田野町(後2者 は宇陀川流域)の7市 町村は自己水源をもたず専 ら県水 に依

存 しているが、残る20市 町はすべて自己水源をもち県水 と併用 している。県水が盆地内にゆきわ

たった1976年 以降における給水量の動向(表6)を みると、自己水源依存分(以 下 「自己水」)

と県水を合わせた給水量は、1995年 度までは一貫 して増えているが、1990年 代後半に入って横這

の推移を示 している。県水給水対象地域の総人口 ・給水人口は次第に増勢を緩めているとはいえ、

なお増え続けているのに給水量が横這になったのは、かつて増勢を辿ってきた原単位=1人1日

給水量が1991年 をピークに以後一貫 して減ってきているからである。総給水量が上記のような動

きを示すなかで、 自己水の給水量は1993年 をピークとして減勢に転 じる一方、県水のそれはなお

表6奈 良県営水道受水市町村の水道給水量等の推移
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資料:『 水道統計』、奈良県水道局 『奈良県営水道のあゆみ』2001

注:県 水給水対象区域は、1985年 度 までは盆地内24市 町村(表5参 照)と 榛原町を合わせた25市 町村、1986

年度に大宇陀町、1997年 度に菟田野町を加えて27市 町村となっている。
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増加 し続けて総給水量に占める割合を高め、50%に 近づいている。

奈良盆地24市 町村の水道の自己水源についていえば、県下で最初(1922年)に 創設され最大の

規模 をもつ(取 水量ベースで盆地内24市 町村合計の30%[1999年]を 占める)奈 良市水道は、初

めからその水源を奈良盆地外の淀川水系木津川、さらにその支流の布 目川という 「遠い水」に求

めている。自己水源をもつ他の18市 町は、盆地の内部にそれをもっているが、地表水を得ている

のは、天理市 ・桜井市 ・新庄町 ・当麻町 ・三郷町 ・平群町の6市 町にとどまり、これらも含めて

多 くは深井戸か ら取水 している31)。これは勿論、大和川水系の表流水には前述のとお り灌概主体

の慣行水利権がいわば徹底的に張 りめぐらされていて、後発の水道の入 り込む余地をほとんど残

していなかったことに由来するものであろう。そこで水道は地下水に多 くを頼らざるを得なくな

るわけであるが、これ も鉄 ・マンガンを多 く含むなど水質に問題があ り、量的にも恵まれていな

かった。奈良盆地が京阪大都市圏に包摂 されて水道用水需要の急増 をみたとき、「近い水」によ

っては到底これを満たしえず、盆地外の 「遠い水」を求めたのは必然の成 り行 きであったといえ

る。

この 「遠い水」がほぼ完成 した1970年 代半ば以降もなお10数 年間にわた り盆地人口の著増

(1970年 代後半を通 じて年率3%前 後、1980年 代 ～90年 代初めには年率ほぼ1～2%)が 続 き、

上述のような問題を抱える 「近い水」=自 己水 も、この人口著増 にそれなりに対応 して低率なが

ら供給を増や していったが、「遠い水」=県 水 はより高率の供給増によって都市化への対応に主

要な役割を果 した。ここまでは、広 く全国にわたってみられる 「水あまり」 も、ここ奈良盆地の

水道 に関 しては顕在化 していなかった と一応いえよう。しか し、1993年 を境に人口増加率が1

%/年 を割 り込み、前述のようにそれに先立つ1991年 をピークとして原単位が減少に転 じていた

こともあって、「近い水」の供給量が明白な減勢に転 じるに至 り、ここも 「水あまり」を免れな

かったことが明 らかになったといえる。

N「 過剰」の深化一結びに代えて一

溜池の減少や利用度の低下にせ よ市町村水道の自己水供給量の減少にせよ、「水余 り」は先ず

「近い水」の利用縮小 というかたちで顕在化 している。では 「遠い水」は 「過剰」 と無縁なので

あろうか。先ず吉野川分水 について言えば、老朽化 したその施設を 「リフレッシュ」する国営農

業用水再編対策事業が1999～2013年 度を工期 として行われることとなっており、そのねらいにつ

いて当局は 「農業用水施設の改修整備を行 うことにより農業用水の安定供給 と適正利用 を図 り、

あわせて、この結果生み出される減量可能な用水 を新たに水道用水 として活用することにより、

地域の水資源の有効活用に資するもの」 と説明 している。その受益面積は大和平野分が7,269ha

で、1974年 度末の受益面積9,474haよ りも2,205haほ ど少な く、この差の数値は1975年 度から2000

年度 までの受益農地転用面積にほぼ等 しい。 この事業により大和平野(奈 良盆地)灌 溜i用水の水

利権水量(水 稲灌概期9.91m3/秒 、他の期間2.91m3/秒)の うち0.487m3/秒 が水道用水 に転用さ

れ、うち0.4m・/秒 が奈良県営水道に割 り当てられることになっている。「遠い水」のこれだけの

余剰化がいわば公的に認められたことになる。
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ところが奈良盆地の水道給水量は、前述のとお り1990年 代半ばから横這に転 じている。人口、

ひいては給水人口の伸び率 もゼロに近付 き、水道原単位 も低下してきているのをみるとき、県水

の供給量も遠からぬうちに横這に転 じるであろうことは、容易 に予想されるところである。奈良

県水の最大稼動率(1日 配水能力 に対する年間の1日 最大配水量の割合)・ 施設利用率(同 じく

年間の1日 平均配水量の割合)は 、『地方公営企業年鑑』によれば1999年 度にそれぞれ、72.2%、

56.1%と いう低 さであった。一一般に水道用水供給事業ではこれらの数値が市町村営の水道事業に

比べて小 さく、「遠い水」開発の過剰性の1証 左 とされているが、奈良県水の両数値はその中で

も大きいほうではなく、それも人口増加率や原単位の上昇率が高ければ近い将来に備えての 「余

裕」とみなすこともできないではないが、人口や原単位の動態が上述のような有様では、やは り

施設の過剰性をそこに認めざるをえないのではなかろうか。

しか も奈良県水は、上述の転用分 を受け入れるより前に、2002年 度中に竣工予定の大滝ダムに

よっても新たに3.5m・/秒 の水利権 を得 ることになってお り、これを受け入れるために吉野川分

水の下渕頭首工の右岸に専用の取水 口を設ける計画を進めている。これは1970～80年 代の人口急

増 ・著増を前提 として進められているものであって、そのような人口増や工場進出の動きがすで

に減速あるいは収束 している今となっては、大滝ダム建設それ自体、少なくとも奈良県水の増強

に当てる部分に関するかぎり、県当局の水不足解消に掛ける熱意に発するものとは言え、本当に

必要なものであったのかどうか、疑問とせ ざるをえない。

仮に都市用水需要が多少増えるとしても、環境に計 り知れない悪影響をもたらすダムの新規建

設によってではなく、むしろ既設の吉野川分水からの転用をふやすことによってまかなうべ きで

あろう。1970年 代半ばから受益面積が帳簿上でさえ4分 の1も 減 り、実際にはもっと減っている

のに用水の転用量は従来の水稲非灌概期の水利権量に対 してさえ6分 の1程 度にしかならないと

いうのでは、いかにも少なすぎる。吉野川分水はかつて 「遠い水」であったとして も、すでに地

域の営農や生活のなかに定着 し、その意味で地域住民にとって 「近い水」 に転化 しているともい

える。配水システムなどにきめ細かい工夫を凝 らし、溜池などとも適切に組み合わせ、農民にと

って 「使い勝手」のよい地域用水を確保 しながら、耕地減少による余剰分 を都市用水に大量転用

できるような吉野川分水再開発が行われることを期待 しながら、筆 を欄 くことにしたい。
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す。
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Summary

Water-developersinJapanhavebeenapttoconstructlarge-scaledamsandcanalstobringwaterin

largequantitiesfromagreatdistancetotheusers,oftendisregardingwaternearbythelatters.Thefor-

mersoftenconstructedfacilitiestomakeinter-basinwaterflowpossible.Thewaterdevelopmentof

Yoshinogawa-KinokawaRiverisanexample.In1950sand1960sthewaterauthoritiesconstructed

damsandreservoirsattheupperpartsoftheYosinogawaRiver,andcanalstoleadthewaterfromthis

vallaytoNaraBasin,wherefarmershadfrequentlydistressedbydroughts,andhadmadefulluseof

waternearathandbymakingmanysmallfarm-pondsandsoon.Sincethewaterfrom.theouterbasen

cametoflowintoNaraBasin,thewatershortagestherehavebeenconsiderablydecreased,butwaters

nearathandsuchastraditionalfarm-pondshavecometobedisregardedandlefttobepolluted.

Recently,paddyfieldshavebeenremarkablydecreasedowingtotheurbanisation,andthedemandfor

theirrigationwaterhasbeennotablyreduced.Heretheover-developmentorover-supplyofwaterhas

cometobemarkedandcriticized.




